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平成19年３月期    中 間 決 算 短 信（連結）     平成18年11月１日 

 

上 場 会 社 名               日本精工株式会社         
   
上場取引所  東 大 名 福 札                  

コ ー ド 番 号               ６４７１                       本社所在都道府県   

（ＵＲＬ http://www.nsk.com）                  東京都 

代 表 者               役職名 代表執行役社長        氏名 朝香 聖一  

問 合 せ 先 責 任 者               役職名 執行役 経理部長   氏名 斉藤 佳男       TEL(03)3779-7060    

決算取締役会開催日   平成18年11月１日 

米国会計基準採用の有無   無 
 

１．18年９月中間期の連結業績 （平成18年４月１日～平成18年９月30日） 

（１）連結経営成績                     記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  売 上 高 営 業 利 益 経常利益 

 

18 年９月中間期 

17 年９月中間期 

百万円 

349,266 

302,903 

％

15.3 

5.4 

百万円

30,015

18,414

％

63.0 

△5.4 

百万円

27,756

16,899

％

64.2 

△4.8 

18 年３月期 628,474    42,552    38,916    
 

 
中間（当期）純利益 

１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 

 

18 年９月中間期 

17 年９月中間期 

百万円 

17,281 

9,953 

％

73.6 

△15.8 

円   銭

32  01

18  46

円   銭

31  98

18  46

18 年３月期 25,586  47  28 47  26

（注）①持分法投資損益   18年９月中間期      1,535 百万円  17年９月中間期  1,635百万円  18年３月期  3,727百万円 

       ②期中平均株式数（連結） 18年９月中間期 539,958,091 株  17年９月中間期 539,222,473株  18年３月期 539,343,083株 

       ③会計処理の方法の変更       有 

       ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

（２）連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

18年９月中間期 746,197 258,529 32.9 454  74 

17年９月中間期 659,259 208,376 31.6 386  38 

18年３月期 743,032 235,716 31.7 436  48 

  （注）期末発行済株式数（連結） 18年９月中間期 540,094,794 株 17年９月中間期 539,301,886株 18年３月期539,840,117株 
 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による    

キャッシュ・フロー 

投資活動による    

キャッシュ・フロー

財務活動による    

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

18年９月中間期 22,877 △18,943 △6,811 49,150 

17年９月中間期 20,295 △15,283 △2,375 42,412 

18年３月期 66,332 △62,386 7,600 51,812 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数   82社       持分法適用非連結子会社数    ０社      持分法適用関連会社数   18社 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結   （新規）    ２社   （除外）  １社                   持分法  （新規）  ０社    （除外）  ０社 
  

２．19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

 百万円 百万円 百万円 百万円 

通  期 705,000 61,000 56,500 34,500 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   63円 88銭     

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、 
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項については、添付 資料の連結８ページを参照して下さい。 



 
－連結 2－

 

１．企業集団の状況 
事業の内容 
当社グループは、当社、子会社 86 社(うち連結子会社 82 社)及び関連会社 18 社により構成されており、

主として産業機械軸受、自動車関連製品、精密機器関連製品、その他の事業を行っております。その製品

は、自動車、電機・情報機器、工作機械、産業機械、鉄道・産業車両、鉄鋼等多くの産業に使用されてお

ります。 
 
各事業における主要製品、当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 

 

事業区分 主要製品 主要製造会社 主要販売会社 
       
 

 

 

産業機械 

軸受 

 標準玉軸受 
(ミニアチュア・小径軸受・
並径軸受) 
一般産業用軸受 
(円錐・円筒・大型玉軸受) 
 
 
 

 
 
 
※

 

当  社 

ＮＳＫ福島㈱ 

ＮＳＫマイクロプレシジョン㈱ 

井上軸受工業㈱ 

ＮＳＫコーポレーション社 

ＮＳＫブラジル社 

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社

ＮＳＫイスクラ社 

ＮＳＫベアリング・インドネシア社 

昆山恩斯克有限公司 

ＮＳＫ韓国社 

 

 

 

 

 

自動車 

  関連製品 

  
ハブユニット 
ニードル軸受 
小型円錐軸受 
標準玉軸受 
ステアリング 
電動パワーステアリング 
自動変速機(AT)用部品 
 
 
 
 

 

 

 

 

※

 

 

当  社 

ＮＳＫステアリングシステムズ㈱
ＮＳＫニードルベアリング㈱ 

ＮＳＫワーナー㈱ 

ＮＳＫコーポレーション社 
ＮＳＫステアリングシステムズ・アメリカ社 

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社
ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社 

 
 

 

      
 精密機器 

  関連製品 

 ボールねじ 
リニアガイド 
ＸＹテーブル 
メガトルクモータ 
液晶カラーフィルター 
   製造用露光装置 

 
 
当   社 

ＮＳＫプレシジョン㈱ 

日本精工九州㈱ 

ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社

ＮＳＫプレシジョンＵＫ社  

 

      

当  社 

ＮＳＫ販売㈱ 

ＮＳＫコーポレーション社 

ＮＳＫステアリングシステムズ・アメリカ社 

ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 

ＮＳＫカナダ社 

ＮＳＫブラジル社 

ＮＳＫ ＵＫ社 

ＮＳＫドイツ社 

ＮＳＫプレシジョン・ヨーロッパ社

ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 

ＮＳＫシンガポール社 

昆山恩斯克有限公司 

ＮＳＫ韓国社 

ＮＳＫオーストラリア社 

 

その他 

 

 機械設備、鋼球等  ＮＳＫマシナリー㈱ 
㈱天辻鋼球製作所 

 ─ 

 
※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 
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以上の事業の概略を系統図によって示すと、次のとおりであります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
  

 

  

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                               は製品の流れ 

                                               は部品等の流れ 

  

上記以外の主要な会社として、米州、欧州におきましては、それぞれの地域の関係会社の統括を行う 

ＮＳＫアメリカズ社とＮＳＫヨーロッパ社があります。 

 
※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 

 

海外販売会社 
 ＮＳＫカナダ社 

 ＮＳＫ ＵＫ社 

 ＮＳＫドイツ社 

  ＮＳＫプレシジョン・ヨーロッパ社 

 ＮＳＫインターナショナル(シンガポール)社 

 ＮＳＫシンガポール社 

  ＮＳＫオーストラリア社 

海外製造会社  
（産業機械軸受）  

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社

ＮＳＫイスクラ社 

ＮＳＫベアリング・インドネシア社 

 

（自動車関連製品） 

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社

ＮＳＫステアリングシステムズ 

         ・ヨーロッパ社 

 

（精密機器関連製品） 

ＮＳＫプレシジョンＵＫ社 

海外製造・販売会社 

 (産業機械軸受) 

  ＮＳＫコーポレーション社 

  ＮＳＫブラジル社 

  昆山恩斯克有限公司 

  ＮＳＫ韓国社 

 

 (自動車関連製品) 

  ＮＳＫコーポレーション社 

  ＮＳＫステアリングシステムズ 

         ・アメリカ社 

 (精密機器関連製品) 

  ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 

 

 

 

日  本  精  工  ㈱ （当  社） 
（産業機械軸受、自動車関連製品、 

精密機器関連製品の製造及び販売） 

 

国内販売会社 

  ＮＳＫ販売㈱ 
 

得 意 先 

国内製造会社 
（産業機械軸受） 

  ＮＳＫ福島㈱ 

  ＮＳＫマイクロプレシジョン㈱ 

※井上軸受工業㈱ 

（自動車関連製品） 

  ＮＳＫステアリングシステムズ㈱ 

ＮＳＫニードルベアリング㈱ 

※ＮＳＫワーナー㈱ 

（精密機器関連製品） 

  ＮＳＫプレシジョン㈱ 

日本精工九州㈱ 

（その他） 

    ㈱天辻鋼球製作所 
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２．経営方針 
 

１．経営の基本方針 

当社グループはブランド力を一層高め、国際的に評価される優良企業を目指します。このために、

「Motion & Control を通して世界に貢献する」という企業理念のもと 

1)ユーザーの多様なニーズに対し、顧客満足度 No.１を目指し技術と生産及び販売のＱＣＤＳ 

（Quality, Cost, Delivery, Service）を向上させてまいります。 

2)基幹技術である摩擦と潤滑を制御するトライボロジー技術を通して、地球環境のエネルギー負荷 

の軽減に貢献してまいります。 

3)世界各地に広がるネットワーク拠点が、それぞれの地域社会の良き企業市民となるよう努力して 

まいります。 

 

２．利益配分の基本方針 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営方針の一つとしております。配当につきまして

は、安定的な配当を継続実施していくことを基本としつつ、連結ベースでの配当性向や業績水準等を

勘案して決定していきたいと考えております。 

 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

 株式投資単位の引下げにつきましては、当社株式の市場での流動性や株価の推移、当社の株主構成

等を勘案しながら判断すべき重要な問題であると認識しております。 

 当社としましては、適切な投資単位の設定について、今後の株式市場の動向等を総合的に検討し、

判断してまいりたいと考えております。 

 

４．目標とする経営指標 

安定的な収益力を表わすものとして営業利益率を重視しますとともに、資産の効率性を追求してキ

ャッシュ・フローに目を向け、株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上を目指してまいります。 

 

５．中長期的な経営戦略 

当社は、前期に完了した 3 ヵ年中期計画にて成長戦略と体質改善の２つを大きな柱として、収益力

を重視した成長を目指すとともに、経営の健全性と透明性を高める為、平成 16 年より委員会設置会社

に移行し、内部統制機能の充実とリスクマネジメントの強化などに取り組んでまいりました。 

本年２月、新たに 2008 年度迄の３ヵ年中期計画を策定いたしましたが、成長戦略と体質改善を推進

するという基本方針に大きな変更はありません。規模の拡大に偏ることなく、強い会社作りを目指し、

体質改革を継続してまいります。メーカーの原点である製品の品質はもとより、あらゆるサービスを

含む全ての品質、即ち「トータル・クオリティーにおいて業界 No.1 の会社になる」ことを中期ビジョ

ンとして掲げました。この中期ビジョンの達成に向けて（1）生産力の強化（2）製品開発力の強化（3）

グローバルマネジメントの強化（4）海外事業の収益力強化、の４つの経営課題を推進してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．対処すべき課題 
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中期ビジョンの達成と社会的責任の遂行に注力し、企業価値の向上に努めてまいります。 

利益目標に貢献し、高収益企業への転換を促進するため、成長戦略を支える設備投資をグローバル

に実施してまいります。体質改善課題につきましては、「生産力の強化」において、変化への対応

力や品質の抜本的な改善を目指し、ＮＳＫ流の生産革新活動を生産、販売、技術及び管理部門を巻き

込んで全社展開し、生産効率・投資効率を高めるとともに、情報の整流化や業務の標準化を推進し、

ビジネススピードを向上してまいります。また、調達革新では戦略的なサプライヤーとの関係強化、

グローバル調達の加速等でコスト力の強化や調達安定化を図ります。 

「製品開発力の強化」では、成長戦略を量と質で支えるため、基盤技術力、製品開発力、設計技術

力、生産技術力を４本柱とする技術総合力を高め、市場ニーズに合致した高付加価値の新製品の開発

に努めることにより、売上高全体に占める新製品売上割合を高めてまいります。 

「グローバルマネジメントの強化」では、グローバルな事業運営を支える組織や仕組みの構築とグ

ローバル人材、モノつくり人材の育成に注力し、効率的な事業運営と意思決定のスピードアップを図

るとともに、コーポレート・ガバナンス体制の充実と内部統制システムの整備、強化に努めてまいり

ます。 

「海外事業の収益力強化」では米州、欧州、アジアでの販売体制の更なる整備と工場のモノつくり

力の向上に重点的に取り組んでまいります。 

また、事業を通じて世界中のエネルギーロスを削減することが当社グループの社会的責任と捉え、

地球環境の保全と社会の持続可能な発展に向けて貢献してまいります。具体的には、欧州を中心とし

た有害化学物質の規制強化に対応し、部品や原材料の調達から製造・出荷までの各段階で化学物質の

管理を強化し、いち早く規制に対応した製品をグローバルに供給する体制を整え、環境面からも製品

競争力の強化を図ります。ますます厳しくなるお客様の省エネルギーへの要請に応え、環境貢献型の

商品をさらに拡充するとともに、グローバルに安定して供給することなどにより、地球環境の保全に

貢献します。このように、環境経営のレベルアップを着実に進め、さまざまなステークホルダーとの

信頼関係構築に努めてまいります。 

 

７．親会社等に関する事項 

 該当する事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態 
 
1.  経 営 成 績 
（１）当中間期の概況 

当中間期の日本経済は、好調な設備投資や個人消費の増加に支えられ、回復基調で推移いたしまし

た。米国は景気拡大を続けましたが、個人消費や設備投資の伸びが鈍化し、住宅投資も減少しました。

ユーロ圏は、ドイツで輸出や生産が増加するなど、回復を続けました。アジア諸国につきましては、

タイでは景気の拡大は緩やかなものになりましたが、中国では景気の拡大が続きました。韓国の景気

は緩やかな拡大を続けました。 

当社グループの事業領域におきましては、好調な世界経済や旺盛な設備投資需要に加え、半導体・

液晶製造装置向け需要回復の影響もあり、世界各地域の工場は概ね高水準の生産を続けました。 

当中間期の売上高は 3,492 億 66 百万円と前年同期比 15.3%の増収となりました。利益面につきまし

ては、原材料価格上昇などのコストアップ要因はありましたが、売上・生産の拡大による操業度効果、

生産性の改善、外部調達コスト削減、為替レートが円安に推移したことによる輸出採算の改善などに

より、営業利益は 300 億 15 百万円と前年同期比 63.0%の増益になりました。経常利益は 277 億 56 百

万円となり前年同期比 64.2%の増益となりました。税金費用及び少数株主利益を加味した後の中間純

利益は 172 億 81 百万円と前年前期比 73.6%の増益となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

①産業機械軸受 

日本は、鉄鋼向け、建設機械向けなどが増加し、電機・情報機器向けも堅調でした。米州は、ブラ

ジルのアフターマーケット向けが減少しましたが、米国の建設機械向けなどが増加しました。欧州は、

家電向けが大幅に増加し、風力発電向け、工作機械向けも増加しました。アジアは、中国で工作機械

向け、アフターマーケット向け、電機・情報機器向けが増加し、韓国では鉄鋼向けや工作機械向け、

アセアンでは電機向けが増加しました。 

この結果、産業機械軸受の売上高は 1,055 億 48 百万円（前年同期比+11.3%）となりました。営業利

益は、物量増による操業度効果や円安による輸出採算の改善により 135 億 68 百万円（前年同期比

+34.4%）となりました。 

 

②自動車関連製品 

自動車軸受は、グローバルにホイール用ハブユニット軸受、標準玉軸受、ニードル軸受が増加しま

した。自動車部品は、日本では電動パワーステアリングやオートマチック・トランスミッション用部

品が増加し、米州、タイ、中国のステアリング・コラム、欧州の電動パワーステアリングも増加しま

した。 

この結果、自動車関連製品の売上高は 1,922 億 31 百万円（前年同期比+13.9%）となりました。営業

利益は、物量増による操業度効果、外部調達コスト削減などにより 108 億 28 百万円（前年同期比

+44.9%）となりました。 

 

③精密機器関連製品 

高水準で推移している工作機械等向けに加え、半導体・液晶製造装置向け需要の回復、液晶カラー

フィルター製造用露光装置の増加などが加わり、精密機器関連製品の売上高は 389 億９百万円（前年

同期比+20.7%）となりました。営業利益は、物量増による操業度効果や生産性改善による労務費の圧

縮などにより 59 億 93 百万円（前年同期比+219.2%）となりました。 
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④その他 

平成 18 年３月に完全子会社とした㈱天辻鋼球製作所を新たに連結した影響により、その他の売上高

は 225 億 81 百万円（前年同期比+92.3%）、営業利益は 13 億３百万円（前年同期比+57.7%）となりま

した。 

 

所在地別セグメントの業績は次の通りです。 

 

①日本 

産業機械軸受は、鉄鋼向け、建設機械向けなどが増加し、電機・情報機器向けも堅調でした。自動

車関連製品は、軸受はニードル軸受、ハブユニット軸受が増加し、自動車部品は電動パワーステアリ

ングが大幅に増加したほか、オートマチック・トランスミッション用も増加しました。精密機器関連

製品は、半導体・液晶製造装置向けが大幅に増加しました。 

その他の売上高は、㈱天辻鋼球製作所を新たに連結した影響により増加しました。この結果、日本

の売上高は 2,538 億 24 百万円（前年同期比+11.6%）となりました。営業利益は、物量増による操業度

効果、円安による輸出採算の改善、外部調達コストの削減、㈱天辻鋼球製作所を連結した影響などに

より 222 億 15 百万円（前年同期比+42.6%）となりました。 

 

②米州 

産業機械軸受は、ブラジルのアフターマーケット向けが減少しましたが、米国の建設機械向けなど

が増加しました。自動車関連製品はホイール用ハブ軸受やステアリング・コラムが好調でした。精密

機器関連製品は半導体製造装置向けが増加しました。為替レート変動による増加も加わり、米州の売

上高は 502 億 12 百万円（前年同期比+15.6%）となりました。営業利益は、売価値上げや外部調達コス

ト削減などにより 20 億 13 百万円（前年同期比+49.7%）となりました。 

 

③欧州 

産業機械軸受は、家電向けが大幅に増加し、風力発電向け、工作機械向けも増加しました。自動車

関連製品は、軸受はホイール用ハブ軸受が増加し、自動車部品はポーランド生産の電動パワーステア

リングが増加しました。精密機器関連製品は工作機械向けや半導体製造装置向けが増加しました。為

替レート変動による増加も加わり、欧州の売上高は 617 億 61 百万円（前年同期比+15.7%）となりまし

た。営業利益は、物量増による操業度効果や外部調達コスト削減などにより 31 億 87 百万円（前年同

期比+97.1%）となりました。 

 

④アジア 

産業機械軸受は、中国で工作機械向け、アフターマーケット向け、電機・情報機器向けが増加し、

韓国では鉄鋼向けや工作機械向け、アセアンでは電機向けが増加しました。自動車関連製品はアセア

ン、中国、韓国の各地域とも好調でした。精密機器関連製品は韓国、台湾で好調でした。為替レート

変動による増加も加わり、アジアの売上高は 495 億 42 百万円（前年同期比+41.4%）、営業利益は物量

増による操業度効果などにより 45 億 51 百万円（前年同期比+103.8%）となりました。 
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（２）通期の業績見通し 

原材料価格の高止まり、米国経済の減速傾向、半導体・液晶製造装置向け需要の調整局面入りなど

先行き不透明な要素はありますが、産業機械分野の需要は、依然として高水準で推移しており、自動

車関連製品分野につきましても、一部の自動車メーカー向けは減少しているものの、全体としては高

水準の取入れが続くものと見込まれます。 

これらにより、通期業績予想を見直し、売上高 7,050 億円、営業利益 610 億円、経常利益 565 億円、

当期純利益 345 億円に修正致します。 

 

＊下期の想定為替レートは、１米ドル 115 円、１ユーロ 145 円を使用しております。 

 
（参考 平成 18 年 8 月公表の業績予想） 

通期  売上高 6,900 億円、営業利益 555 億円、経常利益 500 億円、当期純利益 300 億円 
 
上記の業績見通しは資料の作成時点においての経済環境や事業方針など一定の前提にもとづいて作

成しております。従って実際の業績は、様々な要因により、これらの業績見通しとは異なる結果とな

りうることをご承知おき下さい。 

 
２. 財 政 状 態 
当中間期の連結キャッシュ・フローの状況につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、税

金等調整前中間純利益 279 億 85 百万円、減価償却費 168 億 92 百万円がありましたが、売上債権・棚卸資

産の増加等もあり、228 億 77 百万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、成長が見込まれる分野への設備投資等による有形固定資産の取

得等により、189 億 43 百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払等による支出により、68 億 11 百万円の支出とな

りました。 

これらの結果による現金及び現金同等物の減少額 27 億 16 百万円等を加味した後の、当中間期末の現金

及び現金同等物の残高は 491 億 50 百万円となりました。 
 

なお、連結ベースのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 
 

 平成 15 年３月期 平成 16 年３月期 平成 17 年３月期 平成 18 年３月期 平成 18 年９月期 

自己資本比率(％) 28.8 30.3 30.0 31.7 32.9

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率(％) 29.3 44.5 47.3 74.3 72.2

債務償還年数(年) 8.6 6.5 3.6 3.4 －

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 4.1 6.1 11.3 15.0 8.2

 

自己資本比率      ：自己資本／総資産 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

債務償還年数      ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー （中間期は記載しておりません。） 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ    ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

（注）  １．いずれの指標も連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出してお

ります。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しております。有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を

支払っている全ての負債を対象としております。 
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３. 事 業 等 の リ ス ク 
  当社グループの事業展開、経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性がある主なリスクには以下の
ようなものがあります。 
  なお、文中における将来に関する事項は、中間決算短信発表日現在において当社グループが判断したも
のであります。 
 
(1) 国、地域、産業の経済状況 
  製品を販売、製造しております特定の国、地域の経済状況の変動や、取引先が属する産業の景気変動に
よる経済状況の悪化は、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 
(2) 市場変化への対応と競争 
  販売における競争環境はグローバル規模で厳しくなってきており、新興諸国メーカーの低価格品の急速
な伸張による価格競争激化や、自動車関連産業をはじめとした取引先のグローバル展開に対応した生産拠

点の海外進出の遅れによる販売機会の逸失などのリスクが存在しております。 
 
(3) 特定分野への依存 
  販売全体の過半を占める自動車関連産業や、精密機器関連製品における半導体製造装置産業、工作機械
産業など、高依存度特定産業分野における急激な需要の縮小は、当社グループの業績と財務状況に悪影響

を及ぼす可能性があります。 
 
(4) 取引先の信用リスク 
  当社グループの販売は大手の比較的安定した取引先向けの比率が高いため本リスクは低いものと認識し
ておりますが、景気後退やグローバル規模での競争激化の影響を受け、資本力が脆弱化している取引先が

潜在している可能性はあり、予測していない不良債権や貸倒れが発生するリスクは常に存在しております。 
 
(5) 事業提携 
  提携の当事者間における何らかの不一致が生じ、提携により期待した効果が実現できないなどのリスク
が存在しています。 
 
(6) 特定供給元への依存 
  軸受の主要部品である鋼球は当社グループで内製しておりますが、材料及びその他の部品につきまして
は、その特性によって供給元が限定される場合もあり、供給元の生産能力不足や品質不良、市場における

原材料不足、その他の理由により調達への支障をきたしたり、コストアップが発生するなどのリスクが存

在しております。 
 
(7) 原材料の価格上昇 
 鋼材、原油等の高騰により当社グループの製品に使用する材料及び部品の値上りが懸念されます。ＶＥ

活動などを通じてコストダウンに努めると同時に原材料費上昇分の製品価格への転嫁に努めておりますが、

コストアップを吸収しきれず、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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(8) 品質問題 
  製品に未検出の重大な欠陥が存在し、重大な事故、リコール及び顧客の生産停止等の事態が発生した場
合、多大な費用の発生や社会的信用の低下につながるリスクが存在しており、グローバルな製造物責任保

険及び一部の製品についてはリコール保険に加入しておりますが、損害賠償等の損失を十分にカバーでき

るとは限りません。 
 
(9) 新製品開発 
  新製品開発には、開発した新製品が市場から支持を得られない、競合他社における同等製品の開発スピ
ードが当社グループのそれを上回る、あるいは当社グループの新製品を代替する他社の新製品が出現する

などの様々なリスクが存在しております。 
 
(10) 知的財産権 
  当社グループの知的財産権が主張できなくなる、第三者の知的財産権の利用承諾が得られない、第三者
から知的財産権の侵害を主張される、特定の地域において不正競争品を効果的に排除できないなどのリス

クが存在しております。 
 
(11) 海外事業展開 
  海外事業への投資資本の回収が当初の事業計画どおり進まないリスク、進出地域の特性により新拠点が
計画通り立ち上げられないリスク、生産拠点の移転や撤退につながるリスク等のほかに、進出先各国、地

域特有の事業環境や制度並びに為替変動に伴う不可避のリスクが存在しております。 
 
(12) 災害・テロ対策 
  当社グループ及び当社グループ取引先の事業拠点が地震、洪水、火災等の災害や、暴動、テロ攻撃また
は反日的行動などによる物的・人的被害を受けた場合、当社グループの生産・販売活動に悪影響が及ぶ可

能性があります。 
 
(13) コンプライアンス 
  企業倫理規定を制定し法令遵守の徹底を図っておりますが、業績向上への取組との相克などにより法令
違反が発生し、それに伴い社会的信用を失墜し、また経済的制裁を受ける可能性がないとはいえません。 
 
(14) 訴訟対応 
  当社グループの製品欠陥により製造物責任訴訟を提訴された場合を想定し、製造物責任保険に加入して
おりますが、この保険により無制限に当社グループの賠償負担を担保するものではありません。 
  また、製造物責任以外の訴訟につきましても、訴訟が生じる可能性はないとはいえません。 
 
(15) 情報管理 
  事業遂行に関連し有している多くの重要情報や個人情報が、予期せぬ事態により流出する可能性は皆無
ではなく、このような事態が生じた場合、社会的信用の失墜やその対応のために多額の費用負担などのリ

スクが存在しております。 
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(16) 情報開示及び株主利益 
 当社グループは適時開示に関わる運用体制を整備し、会社情報の公正かつ適時適切な開示及び財務報告

の信頼性の確保等に努めておりますが、法令・通達等の制定・変更あるいは証券取引所ルールの改定等、

社内外の状況変化に適応した対応策や財務報告に関連する業務プロセスの検証が十分でない場合、情報開

示の適切性を欠き、市場での株主価値の下落並びに株主にとっての不利益を招来する可能性がないとは言

えません。 
 
(17) 環境問題 
  当社グループは生産活動の過程で環境負荷物質や土壌汚染等に関する問題が生じるなどのリスクを抱え
ております。 
現在使用が規制されているアスベスト等につきましては、その対策や除去等に関する支出に備えるため、

前連結会計年度より環境安全対策引当金を計上いたしましたが、それ以外の環境問題が生じた場合には損

害の賠償、浄化等の費用負担、罰金又は生産中止等の影響を受ける、あるいは新しい規制が施行され多額

の費用負担が生じるなどのリスクが存在しております。 
 
(18) 情報システム 
  生産、販売、物流などのサプライチェーンに関わる業務運営を行うオンラインシステムやネットワーク
に障害が発生し、復旧に長時間を要する可能性があります。また、既存システムの改善の遅れや新システ

ムの開発･導入に伴い混乱が生じる可能性があります。このような原因により、生産・販売活動に支障をき

たすと共に、取引先の生産計画に影響を及ぼし、取引先からの損害賠償の請求や信用を損なうリスクが存

在しております。 
 
(19) 人材確保 
  当社グループが競争力を維持するためには、技術または技能に関する優秀な人材を確保・採用すること
が必要であると考えております。また従業員の年齢構成にも偏りが見られ、当面は定年退職者の急増が予

定されています。しかし、こうした分野での有能な人材確保における競争は高まっており、当社グループ

がそのような人材を確保できない場合には、技能の承継にも支障をきたし、当社グループの事業に悪影響

を及ぼす可能性があります。 
 
(20) 労使関係 
  海外の各地域、国において労働慣行の相違が存在しており、法環境の変化、経済環境の変化など予期せ
ぬ事象を起因とした労使関係の悪化、労働争議などのリスクが存在しております。 
 
(21) 為替及び金利の変動 
  外貨建て商取引及び投資活動等に対する為替変動や、有利子負債に対する金利上昇につきましては、社
内規定に従い必要に応じヘッジ取引を行っていますが、当社グループの業績と財務状況に対する悪影響を

完全に回避できるとは限りません。 
 
(22) 退職給付債務 
  当社及び国内連結子会社、一部の海外子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一
時金制度を設けており、これらに対する退職給付費用及び債務の算出条件の変更や資金運用成績の悪化な

どにより、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼすリスクが存在しております。 
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 ４．中間連結財務諸表等   

 

連 結 貸借対照表  
 

(単位 百万円) 

科   目

 
当中間連結会計期間
(平成 18 年９月 30 日現在)

前中間連結会計期間
(平成 17 年９月 30 日現在)

前連結会計年度 
(平成 18 年３月 31 日現在)

 

 
比 較 増 減 

対 前連結会計年度

(資 産 の 部 )  

流 動 資 産  ３２５，０３０ ２８６，５０１

 

３１３，５６９ 

 

１１，４６１

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 

有 価 証 券 

棚 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産  

４４，１６３

１２５，６１１

１１，６６７

１０５，２６６

１０，８６４

２９，３３６

△１，８７９

４２１，１６６

３１，８６１

１１５，８４０

８，４９８

９０，２３１

９，４９７

３２，４１９

△１，８４８

３７２，７５８

４７，３３２ 

１１５，２３２ 

１１，２６１ 

１０１，３３７ 

１０，４７７ 

２９，９２０ 

△１，９９２ 

 

４２９，４６２ 

 △３，１６９

１０，３７９

４０６

３，９２９

３８７

△５８４

１１３

△８，２９６

 

有 形 固 定 資 産  ２５１，５２５ ２１６，５６１

 

２５０，２３０ 

 

１，２９５

建 物 及 び 構 築 物 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 

土 地 

その他の有形固定資産 

 

無 形 固 定 資 産  

７３，２７５

１２１，５１０

３６，９６１

１９，７７８

９，６２６

６３，４０６

１００，４７６

２６，６０９

２６，０６９

８，７９３

７３，５８３ 

１１７，５４１ 

３６，８５５ 

２２，２４９ 

 

９，９８８ 

 △３０８

３，９６９

１０６

△２，４７１

△３６２

 

投 資 そ の 他 の 資 産  １６０，０１４ １４７，４０２

 

１６９，２４４ 

 

△９，２３０

投 資 有 価 証 券 

前 払 年 金 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

その他の投資その他の資産 

貸 倒 引 当 金 

１１４，１４２

３５，６６１

２，７９７

８，２８０

△８６７

１０４，７４４

３３，８２１

２，５９７

７，２６６

△１，０２７

１２５，８７６ 

３３，７３１ 

２，８２５ 

７，７４３ 

△９３３ 

 △１１，７３４

１，９３０

△２８

５３７

６６

   

資 産 合 計 ７４６，１９７ ６５９，２５９ ７４３，０３２  ３，１６５



 
－連結 13－

 

(単位 百万円) 

科   目

 
当中間連結会計期間
(平成 18 年９月 30 日現在)

前中間連結会計期間
(平成 17 年９月 30 日現在)

前連結会計年度 
(平成 18 年３月 31 日現在)

 

 
比 較 増 減 

対 前連結会計年度

(負 債 の 部 )  

流 動 負 債  ２６９，２７２ ２６１，６９５

 

２６６，８３４ 

 

２，４３８

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 

短 期 借 入 金 

コマーシャルペーパー 

社 債 

未 払 法 人 税 等 

そ の 他 の 流 動 負 債 

 

固 定 負 債  

１１８，１３１

８０，０４６

５，０００

１０，０００

７，４８８

４８，６０５

２１８，３９５

１０２，８３２

８６，６９０

－

２０，０００

３，９３９

４８，２３２

１７６，９２５

１１１，９９２ 

８０，１８４ 

５，０００ 

１０，０００ 

７，８４５ 

５１，８１２ 

 

２２８，３７３ 

 ６，１３９

△１３８

―

―

△３５７

△３，２０７

△９，９７８

社 債 

長 期 借 入 金 

繰 延 税 金 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

環 境 安 全 対 策 引 当 金 

そ の 他 の 固 定 負 債 
 

７５，０００

５２，４０９

４０，３４３

３７，０８６

７８６

７５１

１２，０１８

６０，０００

４０，３９５

２８，５１３

３３，６３０

５３６

－

１３，８４９

８５，０００ 

４２，７３３ 

４２，９５８ 

４１，４２８ 

７００ 

９０９ 

１４，６４２ 

 △１０，０００

９，６７６

△２，６１５

△４，３４２

８６

△１５８

△２，６２４

負 債 合 計 ４８７，６６８ ４３８，６２１ ４９５，２０８  △７，５４０

(少 数 株 主 持 分 )  

少 数 株 主 持 分  ― １２，２６１

 

１２，１０７ 

 

―

(資 本 の 部 )  

資  本  金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

自 己 株 式 

―

―

―

―

―

―

６７，１７６

７７，９４８

６２，７６７

２９，３２９

△２４，４６０

△４，３８４

 

６７，１７６ 

７８，０９７ 

７１，２４１ 

４２，２９７ 

△１８，８７１ 

△４，２２４ 

 

―

―

―

―

―

―

―

   

資 本 合 計 ― ２０８，３７６ ２３５，７１６  ―

負債、少数株主持分及び資本合計 ― ６５９，２５９ ７４３，０３２  ―

(純資産の部) 

株主資本 ２４９，８９１ ―

 

― 

 

―

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

６７，１７６

７８，１４９

１０８，７３６

△４，１７０

△４，２８９

―

―

―

―

―

― 

― 

― 

― 

― 

 ―

―

―

―

―

その他有価証券評価差額金  

為 替 換 算 調 整 勘 定 

英国子会社の退職給付債務処理累計額 

新株予約権 

３６，０５８

△１７，２５６

△２３，０９１

１６

―

―

―

―

― 

― 

― 

― 

 ―

―

―

―

少 数 株 主 持 分 １２，９１０ ― ―  ―

純 資 産 合 計 ２５８，５２９ ― ―  ―

負 債 、 純 資 産 合 計 ７４６，１９７ ― ―  ―

  当中間連結会計期間 前中間連結会計期間   前連結会計年度 

(注)１． 有形固定資産の減価償却累計額   ５０３，５１９ 百万円 ４４１，６２９百万円 ４９０，６２３百万円 

２． 保 証 債 務 等          ７２４ 百万円 ４５４百万円         ８５６百万円 

 （保証類似行為を含む）    



 
－連結 14－

 

連 結損益計算書  
  

(単位 百万円) 

科   目 

当中間連結会計期間 
自 平成 18 年４月 １日

至 平成 18 年９月 30 日

前中間連結会計期間 
自 平成 17 年４月 １日

至 平成 17 年９月 30 日

前連結会計年度 
自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 18 年３月 31 日 

 比 較 増 減 
対 前中間連結会計期間

 
金 額 

対売上高

比 率
金 額 

対売上高

比 率
金 額 

対売上高 

比 率 

 
金 額 増減率

 

 

売 上 高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

 

 

３４９，２６６ 

２６９，０５８ 

８０，２０７ 

％ 

100.0

77.0

23.0

３０２，９０３

２３５，６４１

６７，２６１

％ 

100.0

77.8

22.2

 

 

６２８，４７４ 

４８７，７１７ 

１４０，７５７ 

％ 

 

100.0 

77.6 

22.4 

 

４６，３６３

３３，４１７

１２，９４６

％

15.3

14.2

19.2

販売費及び一般管理費 

     営 業 利 益 
５０，１９１ 

３０，０１５ 

14.4

8.6

４８，８４６

１８，４１４

16.1

6.1

９８，２０４ 

４２，５５２ 

15.6 

6.8 

 
１，３４５

１１，６０１

2.8

63.0

 

営 業 外 収 益 

 

４，６０１ 1.3 ３，８９０ 1.3

 

８，８１６ 

 

1.4 

 

７１１ 18.3

受取利息及び配当金 
持分法による投資利益 

雑 益 

営 業 外 費 用 

１，２５５ 

１，５３５ 

１，８１０ 

６，８６０ 

0.4

0.4

0.5

2.0

９３０

１，６３５

１，３２４

５，４０５

0.3

0.5

0.5

1.8

１，７９５ 

３，７２７ 

３，２９３ 

１２，４５２ 

0.3 

0.6 

0.5 

2.0 

 ３２５

△１００

４８６

１，４５５

35.0

△6.1

36.7

26.9

支 払 利 息 

雑 損 

 

     経 常 利 益 

２，５７８ 

４，２８２ 

 

２７，７５６ 

0.8

1.2

 

7.9

２，２４１

３，１６３

１６，８９９

0.7

1.1

 

5.6

４，５６６ 

７，８８６ 

 

３８，９１６ 

0.7 

1.3 

 

6.2 

 ３３７

１，１１９

１０，８５７

15.0

35.4

64.2

 

特 別 利 益 ２２９ 0.1 ３，９６０ 1.3 ７，５６１ 1.2 

 

△３，７３１ △94.2

 

 

投資有価証券売却益 

固 定 資 産 売 却 益 

 

特 別 損 失 

－ 

２２９ 

 

－ 

－

0.1

－

２，５２６

１，４３４

１，８１１

0.8

0.5

0.6

５，８７９ 

１，６８１ 

 

３，４０９ 

0.9 

0.3 

 

0.5 

 

△２，５２６

△１，２０５

△１，８１１

－

△84.0

－

事業構造改善費用 

環境安全対策引当金繰入額  

 
税金等調整前中間(当期)純利益 

－ 

－ 

 

２７，９８５ 

－

－

8.0

１，８１１

－

１９，０４８

0.6

－

6.3

２，４９９ 

９０９ 

 

４３，０６８ 

0.4 

0.1 

 

6.9 

 △１，８１１

－

８，９３７

－

－

46.9

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

少 数 株 主 利 益 

８，１３５ 

１，７９４ 

７７３ 

2.3

0.5

0.3

３，３７１

５，１０２

６２１

1.1

1.7

0.2

１１，９２５ 

４，４８６ 

１，０６９ 

1.9 

0.7 

0.2 

 ４，７６４

△３，３０８

１５２

141.3

△64.8

24.5

中 間 (当 期 )純 利 益 １７，２８１ 4.9 ９，９５３ 3.3 ２５，５８６ 4.1 
 

７，３２８ 73.6

    
 

 



 
－連結 15－

 

連 結剰余金計算書  
 

                                                    (単位 百万円) 

科   目

 
前中間連結会計期間

自 平成 17 年４月１日 
至 平成17年９月30日

前連結会計年度 
自 平成 17 年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 

資 本 剰 余 金 の 部  

 

  

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ７７，９２５ ７７，９２５ 

資 本 剰 余 金 増 加 高 
自 己 株 式 処 分 差 益

２２

２２

１７１ 

１７１ 

   
資本剰余金中間期末(期末)残高 ７７，９４８ ７８，０９７ 

   

 

利 益 剰 余 金 の 部  

 

  

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

 

５５，７８３ ５５，７８３ 

利 益 剰 余 金 増 加 高 ９，９５３ ２５，５８６ 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 

 

９，９５３ ２５，５８６ 

利 益 剰 余 金 減 少 高 ２，９６９ １０，１２８ 

配 当 金 

英国子会社の退職給付債務処理額 

２，９６９

―

６，４７９ 

３，６４９ 

 

利益剰余金中間期末(期末)残高 ６２，７６７

 

７１，２４１ 

  

 

 



 
－連結 16－

連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間 （自 平成 18 年４月１日    至 平成 18 年９月 30 日） 

(単位 百万円) 

株 主 資 本  

資 本 金 資本剰余金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成 18 年３月 31 日残高 67,176 78,097 71,241 △4,224 212,290

中間連結会計期間中の変動額   

 剰 余 金 の 配 当  △3,784  △3,784

 中 間 純 利 益  17,281  17,281

 
関係会社の決算期変更 

に伴う剰余金増加額(注) 
 906  906

 自 己 株 式 の 取 得  △67 △67

 自 己 株 式 の 処 分  52 121 173

 
株主資本以外の項目の

中間連結会計期間中の

変動額(純額) 
 23,091  23,091

中間連結会計期間中の 

変 動 額 合 計 
－ 52 37,494 54 37,601

平成 18 年９月 30 日残高 67,176 78,149 108,736 △4,170 249,891

 

 

(注) 関係会社の決算期変更による剰余金増加額は、連結子会社 40 社、持分法適用会社３社が決算日を変

更したことによるものであります(主として 12 月 31 日から３月 31 日に変更しております)。 

 

 

評価・換算差額等  

その他有価証券

評価差額金 

為 替 換 算

調 整 勘 定

英国子会社の

退職給付債務

処 理 累 計 額

評価・換算

差額等合計

新株予約権 
少数株主 

持 分 
純資産合計

平成 18 年３月 31 日残高 42,297 △18,871 － 23,425 － 12,107 247,823

中間連結会計期間中の変動額   

 剰 余 金 の 配 当   △3,784

 中 間 純 利 益   17,281

 
関係会社の決算期変更 

に伴う剰余金増加額(注)  

  906

 自 己 株 式 の 取 得   △67

 自 己 株 式 の 処 分   173

 
株主資本以外の項目の

中間連結会計期間中の

変動額(純額) 
△6,238 1,615 △23,091 △27,714 16 802 △3,804

中間連結会計期間中の 

変 動 額 合 計 
△6,238 1,615 △23,091 △27,714 16 802 10,705

平成 18 年９月 30 日残高 36,058 △17,256 △23,091 △4,289 16 12,910 258,529



 
－連結 17－

連結キャッシュ・フロー計算書 
     (単位 百万円) 

当中間連結会計期間

自 平成 18 年４月 １日 
至 平成 18 年９月 30 日

前中間連結会計期間 

自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 17 年９月 30 日 

前 連 結 会 計 年 度

自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 18 年３月 31 日 科        目 

金  額 金  額 金  額 

 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

1.税金等調整前中間 (当期 )純利益 ２７，９８５ １９，０４８ ４３，０６８

2.減 価 償 却 費 １６，８９２ １３，６９５ ３０，０９９

3.連 結 調 整 勘 定 償 却 額 － ２０５ ４９０

4.の れ ん 償 却 額 ３５０ － －

5.貸倒引当金の増減額（減少：△）  △１３６ ３３５ ３０９

6.退職給付引当金及び前払年金費用の増減額  △７，７２８ １，９７８ ２，３４４

7.受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △１，２５５ △９３０ △１，７９５

8.支 払 利 息 ２，５７８ ２，２４１ ４，５６６

9.持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △１，５３５ △１，６３５ △３，７２７

10.有 形 固 定 資 産 売 却 益 △２２９ △１，４３４ △１，６８１

11.投 資 有 価 証 券 売 却 益 － △２，５２６ △５，８７９

12.売上債権の増減額（増加：△）  △３，６１３ △３，３０８ ３，４９１

13.棚卸資産の増減額（増加：△）  △１，９５３ △７，５８４ △１０，６６５

14.仕入債務の増減額（減少：△）  ４，７００ ５，１６６ １０，０６９

15.そ の 他 △４，５４５ ５６８ ６，４０４

小      計 ３１，５０９ ２５，８２１ ７７，０９５

16.利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ３，５８９ １，８５６ ３，７５７

17.利 息 の 支 払 額  △２，７９７ △２，２７２ △４，４１４

18.法 人 税 等 の 支 払 額 △９，４２３ △５，１１０ △１０，１０５

  営業活動によるキャッシュ・フロー ２２，８７７ ２０，２９５ ６６，３３２

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

1.有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 １，５００ － －

2.有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △１９，５０３ △２１，７５８ △４７，１５７

3.有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ４９０ ２，１８２ ３，１４８

4.投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △９２１ △２８ △４２

5.投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ２０ ５，０３３ ９，６５５

6.連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － － △２７，５３９

7.連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 － △１３０ △１３０

8.持分法適用会社株式の取得による支出  － △６１８ －

9.持分法適用会社株式の売却による収入  － ７８２ ７８２

10.貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △１５ △１７ △７３

11.貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ３９ １００ １５８

12.そ の 他 △５５２ △８２８ △１，１８７

  投資活動によるキャッシュ・フロー △１８，９４３ △１５，２８３ △６２，３８６

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

1.短期借入金の純増減額（減少：△） ７，９１４ ４，４３９ ３３６

2.コマーシャルペーパーの純増減額  － － ５，０００

3.長 期 借 入 に よ る 収 入 １０，１１６ ０ ７，７７２

4.長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △１０，９３５ △３，７３３ △１３，９７８

5.社 債 の 発 行 に よ る 収 入 － － ２５，０００

6.社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △１０，０００ － △１０，０００

7.自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △４３ △２０ △５９

8.配 当 金 の 支 払 額 △３，７８１ △２，９６６ △５，９３５

9.少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △１９６ △８６ △１３１

10.そ の 他 １１４ △８ △４０２

  財務活動によるキャッシュ・フロー △６，８１１ △２，３７５ ７，６００

 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 １６０ ３８８ ８７８

 Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 (減少：△) △２，７１６ ３，０２４ １２，４２４

 Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 ５１，８１２ ３９，３８７ ３９，３８７

Ⅶ 連結子会社の決算期変更による増加高 ５４ － －

 Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  ４９，１５０ ４２，４１２ ５１，８１２
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

（１）連結子会社 

 連結子会社数は82社（国内23社、海外59社）であります。 

主要会社名：ＮＳＫ販売㈱、ＮＳＫ福島㈱、ＮＳＫステアリングシステムズ㈱、ＮＳＫプレシジョン㈱ 

ＮＳＫニードルベアリング㈱、㈱天辻鋼球製作所、ＮＳＫアメリカズ社、ＮＳＫブラジル社 

ＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫベアリング・インドネシア社、昆山恩斯克有限公司、ＮＳＫ韓国社 

 

（２）非連結子会社の名称等 

           エイケイエス販売㈱、日東鋼球製造㈱、天辻産業㈱、堺天辻鋼球製造㈱ 

非連結子会社４社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分相当額）及び利益剰余金（持

分相当額）等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しております。 

 

（３）持分法適用会社 

 持分法を適用する会社数は18社（国内10社、海外８社）であります。 

主要会社名：ＮＳＫワーナー㈱ 

 

（４）持分法を適用しない非連結子会社の名称等 

           エイケイエス販売㈱、日東鋼球製造㈱、天辻産業㈱、堺天辻鋼球製造㈱ 

持分法を適用していない非連結子会社４社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結子会社  

・新規設立による増加            ： ２社  ＮＳＫサービス・メキシコ社、台湾安士克科技股份有限公司 

・解散による減少          ： １社 ＮＳＫヨーロピアン・テクノロジー社 

 

２．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 海外連結子会社39社は従来12月31日を決算日としておりましたが、当連結会計年度において決算日を３月31日に

変更しております。 

  ＡＫＳ東日本㈱については、従来２月28 日を決算日としておりましたが、当連結会計年度において決算日を３月31

日に変更しております。 

連結子会社のうち、海外連結子会社19社及び中外商事㈱については、６月末日現在の財務諸表を使用しております。 

 中間連結決算日との間に生じた連結会社間の重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
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３．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

    償却原価法（定額法）であります。 

その他有価証券 

  時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法であります。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの：移動平均法による原価法であります。 

② 棚卸資産 

 製品及び材料は主として総平均法に基づく低価法であります。仕掛品は主として総平均法に基づく原価法、貯蔵

品は移動平均法に基づく原価法であります。 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却方法 

 有形固定資産 

 原則として定率法によっておりますが、一部の連結子会社及び国内会社の平成10年４月１日以降に取得した 

建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準   

① 貸倒引当金 

 貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した中間期末の金銭債権に対し、一般債権につ

いては貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上

しております。 

② 退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき退職給

付引当金または前払年金費用を計上しております。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(主として10年)による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(主として 10 年)による定額法により翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。 

（会計方針の変更） 

従来、英国子会社であるＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社、ＡＫＳプレシジョ

ンボール・ヨーロッパ社は、英国の退職給付に係る会計基準を適用しておりましたが、当中間連結会計期間から日本

の退職給付に係る会計基準（平成10年６月16日 企業会計審議会）を適用しております。 

この変更は、上記英国子会社の退職給付制度の統合及び制度改訂がなされたことに起因して生じる過去勤務債務の

英国基準での会計処理が親会社と大きく異なることを契機に当該会計基準の適用を見直し、親子会社間の会計処理の

統一を求める連結財務諸表原則、並びに平成18年5月17日に企業会計基準委員会から公表された「連結財務諸表作

成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号）の趣旨を踏まえ、企業集団として

より適切に財政状態及び経営成績を表示するために実施したものであります。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業費用が196百万円増加、営業外費用が294百万円減少し、特

別利益が5,875百万円減少したことにより、営業利益は196百万円減少、経常利益は97百万円増加し、税金等調整前

中間純利益は5,777百万円減少しております。 

なお、上記制度改訂により発生した過去勤務債務については、英国子会社の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による按分額を費用処理しております。 

会計方針の変更のセグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 
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③ 役員退職慰労引当金 

 当社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における少数株主持分及び為替換算調整勘定に含めております。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主として通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 一部の在外子会社については、通常の売買取引に準じた会計処理によっております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象  

為替予約  外貨建債権債務  

金利スワップ  借入金  

③ ヘッジ方針 

 当社グループは、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建債権債務の

為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の為に金利スワップ取引を行

うものとしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し、有効性の評価とし

ております。 

 

（７）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜き方式によっております。 

② 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 



 
－連結 21－

 

４．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 

 

 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

   

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 

平成 17 年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を適用しております。 

なお、これまでの資本の部の合計に相当する金額は、245,602 百万円であります。 

 

２．ストック・オプション等に関する会計基準 

当中間連結会計期間より、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日）を

適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益は、それぞれ16百万円減少しております。 
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５． セ グ メ ン ト 情 報  

 

１． 事業の種類別セグメント情報 
(単位 百万円) 

 
当中間連結会計期間 

自 平成 18年４月  1日 

至 平成 18年９月 30日 
 

 
産業機械

軸受 

自動車 

関連製品

精密機器

関連製品
その他 計 

消 去 

又は全社 
連 結 

 売 上 高    
(１) 外部顧客に 

対する売上高 

105,548 192,231 38,909 12,575 349,266 － 349,266

(２) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

－ － － 10,006 10,006 (10,006) －

    計 105,548 192,231 38,909 22,581 359,272 (10,006) 349,266

 営 業 費 用 91,979 181,403 32,915 21,278 327,577 (8,326) 319,250

 営 業 利 益 13,568 10,828 5,993 1,303 31,694 (1,679) 30,015

 

(単位 百万円) 

 
前中間連結会計期間 

自 平成 17年４月  1日 

至 平成 17年９月 30日 
 

 
産業機械

軸受 

自動車 

関連製品

精密機器

関連製品
その他 計 

消 去 

又は全社 
連 結 

 売 上 高    
(１) 外部顧客に 

対する売上高 

94,839 168,796 32,242 7,024 302,903 － 302,903

(２) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

－ － － 4,716 4,716 (4,716) －

    計 94,839 168,796 32,242 11,740 307,619 (4,716) 302,903

 営 業 費 用 84,746 161,325 30,364 10,913 287,350 (2,861) 284,488

 営 業 利 益 10,092 7,471 1,877 826 20,269 (1,854) 18,414

 

(単位 百万円) 

 
前連結会計年度 

自 平成 17年４月  1日 

至 平成 18年３月 31日 
 

 
産業機械

軸受 

自動車 

関連製品

精密機器

関連製品
その他 計 

消 去 

又は全社 
連 結 

 売 上 高    
(１) 外部顧客に 

対する売上高 

195,556 353,124 65,831 13,962 628,474       － 628,474

(２) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

－ － － 9,562 9,562 (9,562) －

    計 195,556 353,124 65,831 23,525 638,037 (9,562) 628,474

 営 業 費 用 173,496 335,735 60,263 22,220 591,717 (5,794) 585,922

 営 業 利 益 22,060 17,388 5,567 1,304 46,320 (3,768) 42,552

 

（注）１．事業区分の主要製品は、1.企業集団の状況に記載しております。 

   ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 

       当中間連結会計期間  1,958 百万円 

前中間連結会計期間  1,898 百万円 

       前連結会計年度    3,994 百万円 

     であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

   ３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」３．（３）．②に記載のとおり、従来、英国子会社

であるＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社、ＡＫＳプレシジョンボール・ヨ

ーロッパ社は、英国の退職給付に係る会計基準を適用しておりましたが、当中間連結会計期間から日本の退職

給付に係る会計基準（平成 10 年６月 16 日 企業会計審議会）を適用しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して各事業区分の営業利益は、「産業機械軸受」で 108 百万円、「自

動車関連製品」で 76 百万円、「精密機器関連製品」で 12 百万円、それぞれ減少しております。 



 
－連結 23－

 

２．所在地別セグメント情報 
(単位 百万円) 

 
当中間連結会計期間 

自 平成 18年４月  1日 

至 平成 18年９月 30日 
 

 
日 本 米 州 欧 州 アジア 計 

消 去 

又は全社 
連 結 

 売 上 高    
(１) 外部顧客に 

対する売上高 

201,587 49,960 58,696 39,022 349,266 － 349,266

(２) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

52,237 252 3,065 10,520 66,075 (66,075) －

    計 253,824 50,212 61,761 49,542 415,341 (66,075) 349,266

 営 業 費 用 231,609 48,199 58,574 44,990 383,373 (64,122) 319,250

 営 業 利 益 22,215 2,013 3,187 4,551 31,967 (1,952) 30,015

 
(単位 百万円) 

 
前中間連結会計期間 

自 平成 17年４月  1日 

至 平成 17年９月 30日 
 

 
日 本 米 州 欧 州 アジア 計 

消 去 

又は全社 
連 結 

 売 上 高    
(１) 外部顧客に 

対する売上高 

181,480 43,224 49,306 28,891 302,903 － 302,903

(２) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

45,888 227 4,076 6,155 56,348 (56,348) －

    計 227,369 43,451 53,383 35,046 359,251 (56,348) 302,903

 営 業 費 用 211,788 42,106 51,766 32,813 338,475 (53,986) 284,488

 営 業 利 益 15,580 1,344 1,616 2,233 20,776 (2,361) 18,414

 
(単位 百万円) 

 
前連結会計年度 

自 平成 17年４月  1日 

至 平成 18年３月 31日 
 

 
日 本 米 州 欧 州 アジア 計 

消 去 

又は全社 
連 結 

 売 上 高    
(１) 外部顧客に 

対する売上高 

379,103 89,879 97,457 62,034 628,474 － 628,474

(２) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

97,063 484 7,479 13,746 118,772 (118,772) －

    計 476,166 90,363 104,936 75,780 747,247 (118,772) 628,474

 営 業 費 用 440,610 87,954 100,699 70,635 699,900 (113,978) 585,922

 営 業 利 益 35,556 2,408 4,236 5,145 47,347 (4,794) 42,552

 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

       米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 

       欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 

       アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 

       当中間連結会計期間  1,958 百万円 

前中間連結会計期間  1,898 百万円 

       前連結会計年度    3,994 百万円 

     であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

      ４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」３．（３）．②に記載のとおり、従来、英国子会社

であるＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社、ＡＫＳプレシジョンボール・ヨ

ーロッパ社は、英国の退職給付に係る会計基準を適用しておりましたが、当中間連結会計期間から日本の退職

給付に係る会計基準（平成 10 年６月 16 日 企業会計審議会）を適用しております。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して「欧州」の営業利益は、196 百万円減少しております。 



 
－連結 24－

 

 

３．海外売上高 

(単位 百万円) 

 
当中間連結会計期間 

自 平成 18年４月  1日 

至 平成 18年９月 30日 
 

 米 州 欧 州 アジア 計 

 

Ⅰ 

 

海外売上高 

 

51,386 

 

58,913 

 

62,573 

 

172,873 

 

Ⅱ 

 

連結売上高 

    

349,266 

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合 

％ 

14.7 

％ 

16.9 

％ 

17.9 

％ 

49.5 

(単位 百万円) 

 
前中間連結会計期間 

自 平成 17年４月  1日 

至 平成 17年９月 30日 
 

 米 州 欧 州 アジア 計 

 

Ⅰ 

 

海外売上高 

 

44,560 

 

49,682 

 

52,312 

 

146,555 

 

Ⅱ 

 

連結売上高 

    

302,903 

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合 

％ 

14.7 

％ 

16.4 

％ 

17.3 

％ 

48.4 

(単位 百万円) 

 
前連結会計年度 

自 平成 17年４月  1日 

至 平成 18年３月 31日 
 

 米 州 欧 州 アジア 計 

 

Ⅰ 

 

海外売上高 

 

92,367 

 

98,165 

 

107,880 

 

298,413 

 

Ⅱ 

 

連結売上高 

    

628,474 

Ⅲ 

 

連結売上高に占める 

海外売上高の割合 

％ 

14.7 

％ 

15.6 

％ 

17.2 

％ 

47.5 

 

（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

   ２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ３．各区分に属する主な国又は地域 

       米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 

       欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 

       アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 

 

 



 
－連結 25－

 

６．有 価 証 券 
 

 

(1)満期保有目的の債券で時価のあるもの                      (単位：百万円) 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

(平成 18 年９月 30 日現在) (平成 17 年９月 30 日現在) (平成 18 年３月 31 日現在) 
種  類 中間連結

貸借対照
表計上額

時  価 差 額
中間連結
貸借対照
表計上額

時  価 差 額
連結貸借
対照表 
計上額 

時  価 差 額

(1)国債・地方債等 － － － － － － － － －

(2)社債 7,882 7,720 △161 － － － 8,280 8,051 △229

(3)その他 2,099 2,093 △5 － － － 2,099 2,089 △10

合   計 9,981 9,814 △167 － － － 10,380 10,141 △239

 

 

(2)その他有価証券で時価のあるもの                        (単位：百万円) 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

(平成 18 年９月 30 日現在) (平成 17 年９月 30 日現在) (平成 18 年３月 31 日現在) 
種  類 

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額 

差 額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差 額 取得原価 
連結貸借
対照表 
計上額 

差 額

(1)株式 18,422 84,144 65,722 17,622 65,563 47,941 18,416 94,649 76,232

(2)債券          

  国債・地方債等 9 9 － 9 9 － 9 9 －

  社債 45 48 3 45 45 0 45 49 4

その他 1 1 － 1 1 － 1 1 －

(3)その他 396 532 136 397 490 92 397 592 195

合   計 18,874 84,737 65,862 18,076 66,110 48,033 18,870 95,302 76,432

 

 

(3)時価評価されていない有価証券の内容及び中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）計上額 

                                        (単位：百万円) 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

(平成 18 年９月 30 日現在) (平成 17 年９月 30 日現在) (平成 18 年３月 31 日現在)内  容 
中間連結貸借対照表 

計上額 
中間連結貸借対照表 

計上額 
連結貸借対照表 
計上額 

その他有価証券  

   非上場株式・出資金等 1,571 1,210 1,284

   非上場債券 1 1,000 500

   ﾏﾈｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ等 9,266 8,496 8,759

 

 
 

 



 
－連結 26－

 

７ ． 生 産 ・ 受 注 及 び 販 売 の 状 況  

 

販売実績 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 事業の種類別セグメントの名称 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

産業機械軸受 105,548 ＋11.3 

自動車関連製品 192,231 ＋13.9 

精密機器関連製品 38,909 ＋20.7 

その他 12,575 ＋79.0 

合計 349,266 ＋15.3 

(注) １．当社グループの製品は多品種であり、適切な数量表示が困難なため、金額のみによって表示しております。 
２．金額には消費税等相当分は含まれておりません。 

 
生産実績 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 事業の種類別セグメントの名称 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

産業機械軸受 99,719 ＋8.6 

自動車関連製品 152,133 ＋14.2 

精密機器関連製品 41,075 ＋22.3 

その他 9,982 － 

合計 302,910 ＋17.1 

(注) １．金額は平均販売価格によっております。 
２．上記生産実績は外注加工費及び購入部品費を含んでおります。 
３．金額には消費税等相当分は含まれておりません。 

 
受注状況 

当社グループは主として受注による生産を行っておりますが、一部見込みによる生産を行っております。 

受注状況は次のとおりであります。 
 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 事業の種類別セグメントの名称 

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

産業機械軸受 106,573 ＋6.8 46,812 ＋15.1 

自動車関連製品 211,179 ＋18.2 48,948 ＋6.0 

精密機器関連製品 40,363 ＋27.5 13,358 ＋29.0 

その他 80 △57.6 21 △88.4 

合計 358,197 ＋15.4 109,140 ＋12.1 

(注) １．金額は平均販売価格によっております。 
２．金額には消費税等相当分は含まれておりません。 

 



平成18年11月01日
日本精工株式会社

1. 決算概要( 連結)

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

売上高 302,903 105.4% 325,571 110.9% 628,474 108.2% 349,266 115.3% 355,734 109.3% 705,000 112.2%

営業利益 18,414 94.6% 24,138 128.2% 42,552 111.2% 30,015 163.0% 30,985 128.4% 61,000 143.4%

経常利益 16,899 95.2% 22,017 143.5% 38,916 117.6% 27,756 164.2% 28,744 130.6% 56,500 145.2%

税引前中間（当期）純利益 19,048 97.7% 24,020 154.7% 43,068 122.9% 27,985 146.9% 28,715 119.5% 56,700 131.7%

中間（当期）純利益 9,953 84.2% 15,633 148.4% 25,586 114.5% 17,281 173.6% 17,219 110.1% 34,500 134.8%

1株当たり中間（当期）純利益（円） 18.46 ― 28.82 ― 47.28 ― 32.01 ―

連結子会社数（社）

国内

海外

期末従業員数（人）

国内

海外

2. 事業の種類別セグメント売上高

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

産業機械軸受 94,839 103.2% 100,717 107.6% 195,556 105.4% 105,548 111.3% 110,452 109.7% 216,000 110.5%

自動車関連製品 168,796 108.5% 184,328 114.7% 353,124 111.7% 192,231 113.9% 194,269 105.4% 386,500 109.5%

精密機器関連製品 32,242 99.5% 33,589 105.7% 65,831 102.6% 38,909 120.7% 38,891 115.8% 77,800 118.2%

その他 11,740 108.6% 11,785 94.8% 23,525 101.2% 22,581 192.3% 22,419 190.2% 45,000 191.3%

消去又は全社 △ 4,716 ― △ 4,846 ― △ 9,562 ― △ 10,006 ― △ 10,294 ― △ 20,300 ―

302,903 105.4% 325,571 110.9% 628,474 108.2% 349,266 115.3% 355,734 109.3% 705,000 112.2%

3. 事業の種類別セグメント営業利益

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

産業機械軸受 10,092 107.8% 11,968 113.1% 22,060 110.6% 13,568 134.4% 14,432 120.6% 28,000 126.9%

自動車関連製品 7,471 83.3% 9,917 146.3% 17,388 110.4% 10,828 144.9% 11,172 112.7% 22,000 126.5%

精密機器関連製品 1,877 72.1% 3,690 170.8% 5,567 116.8% 5,993 319.3% 6,007 162.8% 12,000 215.6%

その他 826 148.0% 478 37.2% 1,304 70.7% 1,303 157.7% 1,297 271.3% 2,600 199.4%

消去又は全社 △ 1,854 ― △ 1,914 ― △ 3,768 ― △ 1,679 ― △ 1,921 ― △ 3,600 ―

18,414 94.6% 24,138 128.2% 42,552 111.2% 30,015 163.0% 30,985 128.4% 61,000 143.4%

4. 設備投資、減価償却費

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

25,263 155.9% 23,521 107.2% 48,784 127.8% 16,209 64.2% 19,291 82.0% 35,500 72.8%

減価償却費 13,695 104.2% 16,404 114.8% 30,099 109.7% 16,909 123.5% 15,091 92.0% 32,000 106.3%

（注1）設備投資額の平成19年3月期予想は、有形固定資産のみへの投資額。
（注2）減価償却費の平成19年3月期予想は、有形固定資産のみの減価償却費。

5. 研究開発費

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

4,841 102.2% 4,887 96.4% 9,728 99.2% 4,781 98.8% 5,219 106.8% 10,000 102.8%

6. 為替換算レート

期中平均レート　　（単位：円）

US＄
ユーロ

期末レート　　　　（単位：円）

US＄
ユーロ

以　上

133.63 139.83 149.77 145.00
110.62 118.07 117.90 115.00

上期 下期 上期 下期想定

145.00 145.58

平成18年3月期 平成19年3月期

研究開発費

平成18年3月期 平成19年3月期

平成18年3月期

平成18年3月期 平成19年3月期

設備投資

下期想定 通期想定上期 下期 通期 上期

平成19年3月期

110.37 115.29 115.00 115.15

合  計

平成18年3月期

137.10 137.67 137.39 146.16

平成19年3月期

合  計

106.27 114.48

12,518 12,897 13,130

平成18年3月期 平成19年3月期

10,129

23
53

23
58 59

21,601 22,639 23,259
9,7429,083

平成19年3月期　連結中間決算補足説明資料

平成18年3月期 平成19年3月期

74 81 82
21

―　補足 1　―


